林地開発許可申請書チェックシート

	書類
	記載事項
	適否

	1.申請書
	(1)宛名

　① 10ha未満の開発行為は管轄する地方振興局長あて、10ha以上は岩手県知事あてとすること。
	

	
	(2)申請者住所氏名

① 氏名は、法人にあっては名称及び代表者の氏名を記載すること。
	

	
	② 申請書の申請人は、開発行為主体者であること。
	

	
	③ 屋号は申請者名とはならないので、その際、申請者名は個人名とすること。
	

	
	④ 法人の場合の申請者は、会社登記簿謄本等と合致すること。
	

	
	(3)開発行為に係る森林の所在場所

　① 所在場所が複数の場合は、代表地番のあとに「ほか○○筆」と記載すること。
	

	
	　② 付属明細書と合致すること。
	

	
	(4)開発行為に係る森林の土地の面積

　① 付属明細書と合致すること。
	

	
	② ha単位で小数第5位を四捨五入し、第4位まで記載すること。
	

	
	③ 土石の採掘等期別計画で既許可区域がある場合は、今期申請面積と累計面積を記載すること。
	

	
	(5)開発行為の目的

① 土石の採掘、工場・事業場の設置、住宅用地の造成、草地の造成等具体的に記載すること。
	

	
	(6)開発行為の着手・完了予定年月日

① 申請書の審査、現地調査等許可までに要する日数を考慮のうえ記載すること。
	

	
	② 当該開発について、他法令の手続きを必要としその法令で許認可期間があ
る場合は、その期間と合致させること。（例：採石法、砂利採取法）
	

	
	(7)備考

① 他法令等の許認可等その他の手続きが必要な場合は、その手続きの状況を記載すること。
	

	2.付属明細書
	【開発面積を示す。】

	
	(1)土地の所在場所

① 事業区域の全地番を1筆ごとに記載すること。
	

	
	② 面積計算書と合致させること。
	

	
	(2)事業区域面積

① 面積計算書と合致させること。

※ 小数第5位を四捨五入し、第4位まで記載すること。
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	書類
	記載事項
	適否

	2.付属明細書
	(3)開発行為をしようとする森林面積

① 面積計算書と合致させること。

※ 小数第5位を四捨五入し、第4位まで記載すること。
	

	
	(4)開発行為に係る森林面積

① 転用目的（宅地、法面、道路等）ごとに細分して記載すること。

※ 小数第5位を四捨五入し、第4位まで記載すること。
	

	
	② 5条森林以外の開発行為に係る面積を下段に（　）書きすること。
	

	
	③ 面積計算書と合致させること。
	

	
	(5)残置森林面積

① 申請時の林齢で、15年生以下、16年生以上に区分しているか？
	

	
	② 面積計算書と合致しているか？
	

	
	(6)造成森林面積

① 面積計算書と合致させること。

※ 住宅団地の造成に限り、緑地面積を計上できる。
	

	
	(7)残置森林率

※ 小数第2位を四捨五入し、第1位まで記載すること。
	

	
	(8)森林率

※ 小数第２位を四捨五入し、第１位まで記載すること。
	

	
	(9)造成森林の状況
① 樹種、樹高、植栽本数（本／ha）を記載しているか？
	

	
	(10)土地の登記済権利（権利名、権利者名）

① 地番ごとに土地に係る権利の種類及びその権利を有する者の氏名を記載しているか？
	

	
	② 土地登記簿謄本と合致しているか？
	

	
	(11)左の権利の取得状況

① 開発行為者が得ている権利を記載しているか？（例：賃貸借契約、同意等）
	

	
	② 同意書や契約書と合致しているか？
	

	
	(12)その他

① 土石の採掘等期別計画がある時は、既許可、今期申請、全体計画を別葉にする等、それぞれの面積が分かるように作成しているか？
	

	3.事業計画書
	【開発計画を示す。】

	
	1申請者等
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	書類
	記載事項
	適否

	3.事業計画書
	2事業計画の概要
	

	
	 (1)計画、設計に当たっての基本方針
　① 実施しようとする開発行為の目的や内容、事業計画及び設計の基本的な方針について簡潔に記載すること。
	

	
	 (2)地元住民、地域産業との関連
① 当該開発が地元住民及び地域の産業に与える影響等について記載すること。
	

	
	 (3)林地開発許可基準からみた計画の基本的事項

① 災害の防止、水害の防止、水の確保、環境の保全の観点からみた計画の基本的事項について記載すること。
	

	
	 (4)当該開発事業の計画にあたり特に留意した事項
　① 災害防止対策等、計画にあたり特に留意した事項について記載すること。
	

	
	 (5)道路交通計画

① 取付道路及び事業区域内道路の規格構造、接続する公道、工事中の交通安全対策等について記載すること。
	

	
	 (6)その他
	

	
	3開発行為地の概況

① 地形及び林況、周辺自然地物の状況、周辺の各種公共施設及び家屋の状況のそれぞれの項目について簡潔に記載すること。
	

	
	4設置する施設

① 設置する施設（調整池、沈砂池、水路、擁壁、建物等）について用途毎にまとめて記載すること。
	

	
	② 防災施設等計画平面図と合致させること。
	

	
	5土地利用区分別面積

① 土地利用区分別にまとめて面積計算書をもとに記載すること。
	

	
	6土工に関する計画
	

	
	 (1)切取・盛土・捨土に関する工法等について

① 法勾配等は許可基準を満たしていること。

※ 採石の場合は、採石技術指導基準を参考とする。
	

	
	② 法面の保護対策は、具体的(工法、播種種子、樹種、植栽間隔、客土厚等)に記載すること。
	

	
	 (2)土量計画

① 5条森林区域の内外に区分し、土量計算書と合致させること。
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	書類
	記載事項
	適否

	3.事業計画書
	 (3)残土処理計画

① 事業区域外への残土処理、事業区域外からの不足土の採取がある場合、摘要欄に処理方法手続の状況等について記載すること。
	

	
	② 残土処理計算書と合致させること。
	

	
	③ 発生する残土に対し残土処理場の容量を確保すること。
	

	
	 (4)土量全体計画

① 土石の採掘で期別計画のある場合に記載すること。
	

	
	② 今期の採取土量が過去の実績に比べて過大ではないか？また、砕石法等認可期間がある場合は、その期間内に採取できる量か？

※ 必要に応じて需給の根拠資料を添付すること。
	

	
	７．防災施設計画で配慮した事項

① 当該工種を選定した理由、安全性、施工中・施行後の防災対策について具体的に記載すること。
	

	
	８．一時利用の概要

① 仮設の資材置場、作業路等の事業実施にあたって一時的に利用する施設について、設置計画、完了後の取扱、森林への復旧計画等について具体的に記載すること。
	

	
	９．資金計画
	

	
	 (1)資金の額及び調達方法

① 資金の額及び調達方法の額は経費と合致すること。
	

	
	 (2)経費の内訳

① 経費の内訳は、開発行為をするために必要な経費を記載すること。
	

	
	10．その他参考事項
	

	【添付資料】

	4.開発予定地写真
	【開発計画地の現況の根拠】

	
	① 全景及び部分写真とし、事業区域を朱線で縁取りすること。
	

	
	② 撮影位置、方向を現況図面に明示すること。

※ 大規模な開発については空中写真を使用すること。
	

	
	③ 既に開発している場合は、その開発状況、沈砂池等の防災施設の状況写真を添付すること。
	

	5.施行工程表
	【開発行為が確実かつ円滑に実施される根拠（具体性）】

	
	① 着工から完了に至るまでの全体の施工期間について工種ごとに作成すること。
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	書類
	記載事項
	適否

	5.施行工程表
	② 調整池、沈砂池、水路等の防災施設については、着工後直ちに施行するよう計画されているか？
	

	
	③ 緑化工事は適期に施行すること。
	

	6.面積計算書
	【開発面積の根拠】

	
	① 土地利用区分別の面積を地番毎に求めること。

※ 三斜法又は座標求積によること。
	

	
	② 面積求積図と合致させること。
	

	7.土量計算書
	【切盛土量の根拠】

	
	① 縦横断図と合致させること。
	

	8.残土処理計算書
	【残土処理量の根拠】

	
	① 残土処理場縦横断図と合致させること。
	

	
	② 残土量を収容し得る能力がある事を具体的に記載すること。
	

	9.排水施設計画流量計算書
	【排水施設の設計根拠】

	
	(1)排水施設

① 防災施設等計画平面図と合致させること。
	

	
	(2)集水区域

① 集水区域図兼系統図と合致させること。
	

	
	(3)降雨強度

① 技術基準と合致させること。
	

	
	(4)流出係数
① 技術基準と合致させること。
	

	
	(5)粗度係数

① 技術基準と合致させること。
	

	
	(6)排水施設の径深、断面積

① 計算過程を記載すること。
	

	
	(7)安全率
① 技術基準以上の安全率とすること。

※河川等までの全ての排水施設の安全率を確認すること。
	

	10.流出土砂貯留施設設計計算書
	【沈砂池等の設計根拠】

	
	(1)沈砂池

① 防災施設等計画平面図、構造図と合致させること。
	

	
	(2)集水区域
① 集水区域図兼系統図と合致させること。
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	書類
	記載事項
	適否

	10.流出土砂貯留施設設計計算書
	(3)ｈａ当り流出土砂量

　① 技術基準と合致させること。
	

	
	(4)堆砂期間

　① 工事期間に応じた月数で算出させること算出するものとするが、工事期間が2ヵ月未満の場合は、2ヶ月として算出すること。
	

	
	　② 施工後の堆砂期間は技術基準に準じて、3年ないし5年以上見込むこと。
	

	
	(5)貯砂施設

　① 沈砂池構造図と合致させること。
	

	
	(6)安全率

　① 安全率は1.2倍以上とすること。
	

	11.洪水調整池計画計算書
	【洪水調整池の設計根拠】

	
	大規模な洪水調整池を設置する場合は、地質調査、土質試験等必要な調査を実施すること。

※原則として林地開発許可技術基準に基づいて計算すること。林地開発許可基準によらない場合は、「防災調整池等技術基準(案)解説と設計事例」を参考とすること。
	

	
	(1)集水区域
① 集水区域図兼系統図と合致させること。
	

	
	(2)流出係数
① 技術基準と合致させること。
	

	
	(3)降雨強度式

① 技術基準と合致させること。
	

	
	(4)洪水調整池下流の狭窄部
① 河川管理者の洪水調整池設置に係る指導書と合致させること。
	

	
	(5)洪水調整地の必要性の有無の検討

① 下流の狭窄部で開発により増加するピーク流量を安全に流下させることができるか等洪水調整池の必要性の有無について検討させること。
	

	
	(6)洪水調整容量

① 構造図と合致させること。
	

	
	(7)呑口、吐口

① 構造図と合致させること。
	

	
	(8)堆砂容量（沈砂機能を有する場合）

① 構造図と合致させること。
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	書類
	記載事項
	適否

	12.その他設計根拠資料
	【その他施設の設計根拠】

	
	(1)その他施設に係る計算書（擁壁安定計算書等）

① 擁壁の安定計算等設置する施設について、必要な計算書を作成すること。

※ 新工法の場合は、安定計算書を添付すること。
	

	13.河川管理者の洪水調整池等設置に係る指導書
	【洪水調整池の設計根拠】

	
	① 洪水調整池の設置の必要性については、事前にピーク流量を安全に流下させることができない地点の選定について指導を受けること。

　 指導書が交付されなかった場合は、指導を受けた日時、場所、指導を行った者の職、氏名、指導の内容を記載した書面を添付すること。
	

	14.放流先となる河川管理者の同意書
	【開発行為が確実かつ円滑に実施される根拠（関係者からの同意）】

	
	① 一時放流点の河川の管理者のほか、開発予定地からの放流による影響があると認められる場合は、下流の河川管理者からも同意を得ること。
	

	15.事業区域内の土地について権利を有する者の同意書又は契約書
	【開発行為が確実かつ円滑に実施される根拠(開発に係る権利の取得状況)】

	
	① 事業区域内の土地について権利を有する者の同意書又は契約書を添付すること。（所有権、地上権、賃借権、永小作権、抵当権、質権、先取特権等）
	

	
	② 同意書又は契約書に記載されている地番、所有者は区域図と合致させること。
	

	
	③ 同意書の場合、印鑑証明書を添付すること。
	

	16.土地登記簿謄本
	【開発計画地の所有者やその他権利の根拠】

	
	事業区域内の全ての地番について添付すること。

※ 謄本は申請前6ヵ月以内のものであること。
	

	17.会社（開発行為者）に関する資料
	【開発行為が確実かつ円滑に実施される根拠（会社の信用･資力）】

	
	(1)会社登記簿謄本（会社の変遷等）

※ 開発行為者が法人でない場合は、代表者の氏名並びに規約その他当該団体の組織及び運営に関する事項を記載した書類を添付すること。
	

	
	(2)会社経歴書及び定款（会社の実態）
	

	
	(3)決算報告書（3期分）（会社の経営内容）
	

	
	(4)納税証明書

※ 決算報告書が赤字であったり、事業の実態がない場合等に、直近の法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書の写しを添付すること。
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	書類
	記載事項
	適否

	18.開発に係る資金の調達に関する資料
	【開発行為が確実かつ円滑に実施される根拠（会社の信用･資力）】

	
	① 事業計画書の資金計画と照合できるように預金残高証明書、融資証明書等当該開発に必要な資金の調達先を明示できる資料を添付すること。
	

	19.開発協定書（公害防止協定書）の写
	【開発行為が確実かつ円滑に実施される根拠（周辺住民への配慮）】

	
	① 開発予定地の所在する市町村長及び当該開発行為により直接影響を受けると見込まれる市町村長と公害の防止等を内容とする協定を締結すること。
	

	20.残置森林等維持管理に関する協定書の写
	【残置森林を維持管理していく根拠】

	
	① 残置森林、造成森林及び緑地について開発行為終了後の適正な維持管理を確保するため、申請地の所在する市町村長と協定を締結すること。

 なお、開発協定書（公害防止協定書）の中に残置森林等の維持管理について記載されている場合は添付を省略できるものとする。
	

	21．開発行為により直接影響を受けると見込まれる関係者の同意書等
	【開発行為が確実かつ円滑に実施される根拠（関係者からの同意）】

	
	(1)原則として添付すべき同意書

・許可基準に関する審査の補完資料として、該当者がいない場合を除き添付すること。なお、該当者がいない場合でも、その旨記載し添付すること。

・利用計画図等で必要性の有無について確認すること。
	

	
	 ① 水利権（慣行水利権を含む）者の同意書等
	

	
	 ② 漁業権者の同意書等
	

	
	 ③ 用排水施設管理者の同意書等
	

	
	(2)必要に応じ添付すべき同意書等

・開発行為の円滑な実施を担保する資料として添付すること。

・区域図、位置図、現況図等により必要性の有無について確認すること。
	

	
	 ① 隣接土地所有者の同意書等

・以下の場合に添付すること。

ア 土石の採掘行為、工場・事業場の設置（産業廃棄物処理施設や大気汚染、水質汚濁、悪臭等の発生施設）にかかる申請の場合。

　　イ 開発行為に係る区域と隣接する土地との間に30ｍ以上の残置森林が確保できない場合及び当該開発により隣接する土地への通行その他に支障を及ぼす恐れがある場合。
	

	
	 ② 周辺居住者・自治会の同意書等

　開発規模、態様により相当の影響があると認められる場合。
	

	
	 ③ 公共施設管理者の同意書等

　開発規模、態様により相当の影響があると認められる場合。
	

	
	 ④ その他

　開発規模、態様により相当の影響があると認められる場合。
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	書類
	記載事項
	適否

	22.関係規制法の許認可書等の写し
	【開発行為が確実かつ円滑に実施される根拠（他法令による規制）】

	
	① 当該開発行為につき必要な規制法等の許認可書又は手続きに係る書類等の写を添付すること。
	

	23.その他必要な資料
	開発行為の内容によって、必要な資料を添付すること。
	

	
	(1) 土石の採掘行為で森林法上最終申請となる場合

①流出土砂貯留施設計画計算書
（記載例のとおり施工中と施工後を合算する。）

②残土処理安定計算書
	

	
	(2) 開発行為申請地が「岩手県自然環境保全指針」に基づくいずれの保全区分に分類されるかを確認し、該当する保全区分に応じ、配慮した保全内容を記載した書面を添付すること。
	

	
	(3) 開発行為区域又はその周辺に「岩手レッドデータブック岩手県の希少な野生生物」掲載種が生息、生育しているかどうか調査し、確認された場合はその掲載種の生息・生育状況を示す図面及びその保護対策を記載した書面を添付すること。
	

	【添付図面】

	24.位置図

【1/50,000以上】
	【開発計画地の位置を示す】

	
	(1)使用する図面

① 国土地理院発行の地形図を使用すること。
	

	
	(2)事業区域

① 事業区域を朱線で縁取りすること。

※ 道路のみの開発については朱線で線形を記載すること。
	

	
	(3)残土処理の位置

① 残土処理の位置を明示すること。
	

	
	② 残土処理場は森林区域か確認すること。また、他法令の手続きが必要か確認すること。
	

	25.区域図

【1/5,000以上】

※記載事項が少ない場合は現況図と兼ねることができるものとする。
	【開発計画地の住所（地割地番）を示す。】

	
	(1)基本的事項

① 次の事項について記載すること。

　・方位、等高線

　・河川、湖沼、湿地、崩壊地等の自然地物

　・道路、橋梁、ダム、家屋等の施設

　・道路、河川、公共施設等主要なものの名称
	

	
	(2)事業区域（赤色）

　① 赤色で区域を縁取りすること。
	

	
	　② 利用計画図と合致させること。
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	書類
	記載事項
	適否

	26.区域図

【1/5,000以上】

※記載事項が少ない場合は現況図と兼ねることができるものとする。
	(3)開発行為をしようとする森林の区域（橙色）

① 橙色で区域を縁取りすること。
	

	
	② 利用計画図と合致させること。
	

	
	(4)開発行為に係る森林の区域（黄色）
① 黄色で区域を縁取りすること。
	

	
	② 既許可区域と今期申請区域を区分すること。
	

	
	③ 利用計画図と合致させること。
	

	
	(5)地番界及び地番、土地所有者名

① 事業区域及び事業区域に隣接する土地の地番界及び地番、土地所有者を記載すること。
	

	
	　②公図と合致させること。
	

	
	(6)地類区分

① 山林、農地、宅地等の地類区分を記載すること。
	

	27.現況図

【原則として1/2,000以上】
	【開発計画地の現況（林況、周辺の状況）を示す。】

	
	(1)基本的事項

① 次の事項について記載すること。

・方位、等高線

　・河川、湖沼、湿地、崩壊地等の自然地物

　・道路、橋梁、ダム、家屋等の施設

　・道路、河川、公共施設等主要なものの名称
	

	
	(2)事業区域（赤色）

　① 赤色で区域を縁取りすること。
	

	
	　② 利用計画図と合致させること。
	

	
	(3)開発行為をしようとする森林の区域（橙色）

① 橙色で区域を縁取りすること。
	

	
	② 利用計画図と合致させること。
	

	
	(4)開発行為に係る森林の区域（黄色）
① 黄色で区域を縁取りすること。
	

	
	② 既許可区域と今期申請区域を区分すること。
	

	
	③ 利用計画図と合致しているか？
	

	
	(5)地類区分

① 地類区分ごとに適宜の色で塗り分けること。

　※ 事業区域内だけではなく、周辺の状況も分かるように着色すること。
	

	
	(6)林況

　① 針葉樹は緑、広葉樹は青で塗り分け、それぞれ樹種、林齢を記載すること。
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	書類
	記載事項
	適否

	28.現況図
	(7)既開発区域
　① 既開発区域がある場合、1haを超えていないか確認すること。
	

	29.利用計画図

【原則として

1/2,000以上】
	【開発計画を示す。（基本図面）】

	
	(1)基本的事項

① 次の事項について記載すること。

　・方位、等高線

　・河川、湖沼、湿地、崩壊地等の自然地物

　・道路、橋梁、ダム、家屋等の施設

　・道路、河川、公共施設等主要なものの名称
	

	
	(2)事業区域（赤色）

① 赤色で区域を縁取りすること。
	

	
	(3)開発行為をしようとする森林の区域（橙色）
① 橙色で区域を縁取りすること。
	

	
	② 森林計画図と合致させること。
	

	
	(4)開発行為に係る森林の区域（黄色）
① 黄色で区域を縁取りすること。
	

	
	② 内側を既許可区域と今期申請区域を適宜の色で塗り分けること。
	

	
	③ 既許可区域は前期の申請書の利用計画図と合致させること。
	

	
	(5)残置森林、造成森林（緑色、黄緑色）

① 基準に準じて残置森林を配置すること。

※ 森林の配置は残置森林によることを原則とする。
	

	
	② 残置置森林を16年生未満を黄緑、16年生以上を緑に塗り分ること。
	

	
	③ 住宅団地の場合は、緑地の位置についても明示すること。
	

	
	(6)切取、盛土及び法面等の開発計画

① 切土、盛土や設置施設等開発計画が記載されているか？
	

	
	② 切取、盛土の両方の計画がある場合、切取部分は青色、盛土部分は桃色（又は朱色）に塗り分けること。

※ なお、切土、盛土の塗り分けが必要な場合は、別葉にして図面を作成すること。
	

	
	(7)防災施設、その他工作物の位置、規格等

　① 防災施設、その他工作物を記載すること。
	

	
	　② 防災施設等計画平面図、構造図や設計計算書等の設計根拠資料と照合できるよう記号又は番号を付すこと。
	

	
	(8)縦横断測点及び測線

　① 縦横断面図と照合できるよう測点番号、測線等を記載すること。
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	書類
	記載事項
	適否

	30.利用計画図

【原則として

1/2,000以上】
	(9)申請面積の規模

① 申請面積は目的実現のため必要最小面積であること。

※・表土採取を主体とする区域拡大（先行剥土）をしていないか?

・安全採掘のため、多少の余裕面積は認められるが、常識の範囲内であるか？

・過去の採掘実績等とくらべて過大ではないか。

・計画期間内に採取できる量か？
	

	31.公図の写

【適宜】
	【開発計画地の住所（地割地番）の根拠】

	
	(1)範囲

　① 事業区域の隣接地を含む範囲であること。
	

	
	(2)事業区域

　① 赤色で区域を縁取りすること。
	

	
	　② 利用計画図と合致すること。
	

	
	(3)認定外道路

　① 認定外道路等（赤線、青線）を明示すること。
	

	
	(4)地番・土地所有者

　① 地番・土地所有者を明示すること。
	

	
	② 土地登記簿謄本と合致させること。

※ 土地登記簿謄本は申請前6ヵ月以内のものであること。
	

	32.面積求積図

【原則として1/1,000以上】
	【開発面積の根拠】

	
	(1)事業区域（赤色）

　① 赤色で区域を縁取りすること。
	

	
	　② 利用計画図と合致させること。
	

	
	(2)地番界及び地番

　① 事業区域の土地の地番界及び地番を記載すること。
	

	
	② 区域図と合致すること。
	

	
	(3)土地利用区分

　① 土地利用区分毎に区分し、適宜の色で塗り分ること。
	

	
	② 利用計画図と合致させること。
	

	33.縦横断面図

【適宜（Ｈ，Ｖを同じ縮尺で作成すること。）】
	【開発計画を示す。切盛土量の根拠】
	

	
	(1)事業区域界等

　① 事業区域、開発行為をしようとする森林の区域、開発行為に係る森林の区域のそれぞれの境界を明示すること。
	

	
	　② 利用計画図と合致させること。
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	書類
	記載事項
	適否

	34.縦横断面図

【適宜（Ｈ，Ｖを同じ縮尺で作成すること。）】
	(2)測点
① 利用計画図に記載されている測点と合致し、照合できるよう番号を付すこと。
	

	
	(3)切取、盛土、捨土

① 切土部分は青色、盛土部分は桃色、捨土部分は朱色に塗り分けること。
	

	
	(4)地盤高、断面積等

① 土量計算に必要な現地盤及び計画地盤高、横断面積、測点間距離等を明示すること。
	

	35.残土処理関係図面
	【残土処理量の根拠】

	
	(1)残土処理場平面図

　① 利用計画図に準ずる。
	

	
	(2)残土処理場縦横断面図

　① 縦横断面図に準ずる。
	

	36.防災施設等計画平面図

【原則として1/2,000以上】

※記載事項が少ない場合、利用計画図と兼ねることができる。
	【防災施設の配置を示す。】

	
	(1)基本的事項

① 次の事項について記載すること。

　・方位、等高線

　・河川、湖沼、湿地、崩壊地等の自然地物

　・道路、橋梁、ダム、家屋等の施設

・道路、河川、公共施設等主要なものの名称
	

	
	(2)事業区域（赤色）

① 赤色で区域を縁取りすること。
	

	
	(3)防災施設

　① 防災施設等構造図、計算書と照合できるよう番号等を付し、規格、数量等必要な事項を明示すること。
	

	37.標準図

【適宜】
	設置する施設の内容により、次の標準図を作成すること。
	

	
	(1)土工標準図

※ 土質区分別の切土、盛土、捨土等の施行標準図

① 事業計画書と合致させること。
	

	
	(2)植栽・緑化標準図

※ 土質区分、切土、盛土別に樹種別の植栽本数、植栽間隔、客土厚や緑化工法、播種種子名を明らかにした植栽・緑化の標準図

① 事業計画書と合致させること。
	

	
	(3)施設の標準図

※ 道路、水路、暗渠、柵工等設置する施設の標準図
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	書類
	記載事項
	適否

	38.排水施設構造図

【適宜】
	【排水施設の設計根拠】

	
	　① 平面図により設置位置を明示するとともに、縦断図により排水勾配を明らかにすること。
	

	
	② 防災施設等計画平面図と合致させること。
	

	39.沈砂池構造図

【適宜】
	【沈砂池等の設計根拠】

	
	(1)沈砂池

　① 防災施設等計画平面図と合致させること。
	

	
	(2)堆砂容量

　① 計算過程を明示すること。
	

	
	　② 計画堆砂高を明示すること。
	

	
	(3)呑口、吐口

　① 排水施設構造図と合致させること。
	

	
	　② 呑口、吐口の高さを明示すること。
	

	
	(4)有効水深

　① 1.0ｍ以上確保すること。
	

	40.洪水調整池構造図

【適宜】
	【洪水調整池の設計根拠】

	
	(1)洪水調整池

　① 防災施設計画平面図と合致させること。
	

	
	(2)洪水調整容量

　① 計算過程を明記すること。
	

	
	　② 洪水調節部の計画高を明示すること。
	

	
	(3)呑口、吐口

　① 排水施設構造図と合致させること。
	

	
	　② 呑口、吐口の高さを明示すること。
	

	
	(4)堤体の構造（盛土で堤体を造成する場合）

　① 防災調整池技術基準（案）と合致させること。。
	

	
	(5)土砂堆積容量（沈砂機能を有する場合）

　① 計算過程を明記すること。
	

	
	　② 堆積土砂の計画高を明示すること。
	

	
	(6)有効水深（沈砂機能を有する場合）

　① 有効水深が1.0ｍ以上確保すること。
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	書類
	記載事項
	適否

	41.擁壁､堰堤､ダム等設計図

【適宜】
	【擁壁､堰堤､ダム等の設計根拠】

	
	① 正面図、平面図、側面図及び水抜、基礎工等の詳細図並びに設置箇所の平面図、縦横断図を作成すること。
	

	42.法面保護工､植栽工､緑化工等設計図

【適宜】
	【法面保護工、植栽工、緑化工等の設計根拠】
	

	
	① 工種（樹種）、数量、施行位置等を標準図と照合できるよう平面図に明示すること。

 なお、土石の採掘にあっては、緑化計画平面図（期別計画の場合は当期の緑化計画平面図）を添付すること。
	

	43.その他防災施設等設計図

【適宜】
	【防災施設等の設計根拠】

	
	(1)運土計画

① 大規模な開発については、土量の移動計画及び運搬経路を明示した運土計画図を添付すること。
	

	
	(2)仮設防災施設

① 設置位置、構造を明示すること。
	

	
	(3)その他

※ その他必要な防災施設がある場合は、設置位置、構造を明らかにすること。
	

	44.集水区域算定図兼系統図

【1/5,000以上】
	【防災施設、排水施設の設計根拠】

	
	(1)基本的事項

① 次の事項について記載すること。

　・方位、等高線

　・河川、湖沼、湿地、崩壊地等の自然地物

　・道路、橋梁、ダム、家屋等の施設

・道路、河川、公共施設等主要なものの名称
	

	
	(2)事業区域（赤色）

① 赤色で区域を縁取りすること。
	

	
	(3)集水区域

　① 集水区域別にそれぞれ裸地、草地、林地に区分し適宜の色で塗り分けると共に面積を記載すること。
	

	
	(4)排水施設、沈砂池、洪水調整池

　① 排水施設、沈砂池、洪水調整池を構造図や計算書と照合できる番号等を付して記載すること。
	

	
	　② 防災施設等計画平面図と合致させること。
	

	
	(5)流水方向

① 流水の方向を記載すること。
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	書類
	記載事項
	適否

	44.集水区域算定図兼系統図
	(6)その他

① 集水区域と排水施設の関係が複雑な場合は、必要に応じ排水フローチャート表を作成し添付すること。
	

	45.流域現況図

（洪水調整池を設置する場合）

【原則として1/5,000以上】
	【洪水調整池の設計根拠】

	
	(1)基本的事項

① 次の事項について記載すること。

　・方位、等高線

　・河川、湖沼、湿地、崩壊地等の自然地物

　・道路、橋梁、ダム、家屋等の施設

・道路、河川、公共施設等主要なものの名称
	

	
	(2)事業区域（赤色）

① 赤色で区域を縁取りすること。
	

	
	(3)土地利用の実態

　① 流域の土地利用の状況、水の利用の状況を明示すること。
	

	
	(4)河川、水路等の状況

　① 河川、水路等の位置、開発に伴い増加するピーク流量を検討した位置を明示すること。
	

	46.建築物等概要図

【適宜】
	【その他施設の設計根拠】

	
	(1)施設の配置及び排水経路

① 建築物等の配置及び排水経路を明らかにした図面を作成すること。
	

	
	(2)構造等

　② 平面図、立面図、側面図及び必要な構造図等を添付すること。
	

	47.その他必要な図面

【適宜】
	　土石の採掘行為で森林法上最終申請となる場合は、以下の図面等を添付すること。

　例・全体計画平面図
　　・最終残壁計画図（緑化計画の標準断面図と兼ねることができる。）

　　・緑化計画図（平面図及び標準断面図）

　　・残土処理計画図（平面図及び縦横断図）
	

	《共通事項》

１．図面には縮尺、開発事業名、図面作成（測量）年月日、図面作成者、開発行為地の市町村、大字、字名及び必要な凡例を明示すること。

２．記載する事項が多岐にわたり煩雑となる場合は、数葉に分けて記載するものとする。

３．全体計画と期別計画がある場合等、内容を区分する必要がある場合は適宜の色に塗り分けること。
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